




























































































総　　数 3，033（3，714） 40，858（31，400） ＊57，280（53，773）
東京市 2，164（2，254，1位）14，371（11，300，1位十〇）18，661（18，320，1位＋0）
郡部小計 869（1，460） 26，487（2G，070＞ ＊38，619（33，306）




南足立 36（　29，7位〉 469　（　　397，9位　一2） 985　（　　688，7位　＋2）
南葛飾 78（113，5位〉4，664（3，992，5位＋0）8，447　（8，422，4位　＋1）
西多摩 19（　17，9位） 575（　226，7位＋2）＊　　162　（　　！62，9位一22）































1920年 1930年 1935年1920年 1930年 1935年
総　　数 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100 1β47 1，903
東京市 71．3％ 35．2％ 32．6％ 100 664 862
郡部小計 28．7％ 64．8％ 67．4％ 100 3，048 4，444
八王子 1．2％ 0．4％ 0．0％ 100 500 0
荏　　原 5．4％ 17．3％ 18．8％ 100 4，322 6，567
豊多摩 9．6％ 11．5％ 1L1％ 100 1，610 2，194
北豊島 7．3％ 15．9％ 162％ 100 2，947 4，186
南足立 1．2％ 1．工％ 1．7％ 100 1，303 2，73王
南葛飾 2．6％ 11．4％ 14．7％ 100 5，979 10，827
西多摩 0．6％ 1．4％ 0．3％ 100 3，026 853
南多摩 0．1％ 1．4％ 1．2％ 100 13，950 16β00
北多摩 1．8％ 4．0％ 3．0％ 100 2，965 3，153
大　　島 0．0％ O．3％ 0．4％ 100 10，600 21，400
八丈島 0．0％ 0．0％ 一 一 『 『










































南葛飾郡 78 4，664 8，447
小松川町 4 311 小松川1－4丁目　　　225（江戸川）
逆井1－2丁目　　　　152（江戸川〉
平井1－4丁目　　　　170（江戸川）





小　岩　町 2 33 小岩町1－5丁目　　　　87（江戸川）











鹿　本　村 0 7 上一色町　　　　　　　　2（江戸川）
興宮町　　　　　　　　　　5（江戸川）
松本町　　　　　　　　　　9（江戸川）






吾　妻　町 15 998 吾嬬町東1－8丁目　L816（向　　島）
癇ﾚ町西1－9丁目　1，131（向　　島〉
隅　田　町 2 160 隅田町ユー4丁目　　　2ユ4（向　　島）
寺　島　町 12 400 寺島町1－8丁目　　　717（向　　島）
（以上小計29＞ （以上小計1，538） （以上小計21878）
亀　戸　町 ユ4 693 亀戸ユー9丁目　　　ユ，ユ03（城　　東）
大　島　町 12 701 大島町1－8丁目　　1，274（城　　東）




金　　　町 0 167 芝又町1－3丁目　　　　64（葛飾区）
熬ｬ1－4丁目　　　　151（葛飾区）
新　宿　村 0 4 新宿町1－5丁目　　　　58（葛飾区）













































































北豊島郡 221 6，513 9，251
巣　鴨　町 28 283 駒込1－6丁目　　　　　31（豊島区）
巣鴨1－7丁目　　　　　86（豊島区）




















南千住町 24 687 南千住1－10丁目　　　729（荒川区）






尾　久　町 7 446 尾久町1－10丁目　　　　747（荒川区）
日暮里町 12 631 日暮里1－9丁目　　　824（荒川区）
（以上小計47） （以上小計2，718） （以上小計3，969）






































中新井村 0 107 中新井町1－3丁目 145（板橋区）
中村町1－3丁目 19（板橋区）
練　馬　町 30 練馬町北町ユ丁目 ユ9 （板橋区）
練馬南町1－5丁目 48（板橋区）




赤　塚　村 0 10 上赤塚町 2（板橋区）
成増町 9（板橋区）



































































































大久保町 14 234 東大久保1－3丁目　　　79（淀橋区）
西大久保1－4丁目　　　85（下貼区）
百人町1－3丁目　　　　23（淀橋区）
戸　塚　町 105 4ユ2 戸塚町1－4丁目　　　448（淀橋区）
諏訪町　　　　　　　　　91（淀橋区）
落　合　町 10 357 上落合1－2丁目　　　197（淀橋区）
下落合1－5丁目　　　148（淀橋区）
西落合1－3丁目　　　　50（淀橋区）
































































































荏　原　郡 164 7，088 10，770













































































大　　　森 1 303 大森1－9丁目　　　　553（大森区）




入新井町 2 121 山王1－2丁目　　　　　2（大森区）
新井宿1－7丁目　　　　88（大森区〉
入新井1－6丁目　　　　58（大森区）
































































松　沢　町 0 126 松原町1－4丁目　　　　93（世田谷区）
赤堤町1－2丁目　　　　17（世田谷区〉
上北沢1－3丁目　　　　19（世田谷区）













































































京　　橋 n4．（85，8位） 696（　641，8位＋0） 846（　827，7位＋1）
芝 127（114，6位）1，248　（　　976，3位　十3）2，121　（2，103，3位　十〇）
麻　　布 76（　49，11位） 269（　225，12位一1）508（　481，11位＋1）
赤　　坂 25（　21，15位） 88（　50，15位＋0） 72（　67，15位＋0）
四　　谷 58（　38，12位） 212（　209，13位一1）301（　302，12位一1）

























1920年 1930年 1935年 1920年 ユ930年 1935年
総　　数 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100 664 862
麹　　町 4．4％ 2．9％ ユ．7％ 100 403 335
神　　田 24．0％ 7．0％ 5．2％ 10G 180 186
日本橋 2．2％ 1．2％ ユ．1％ 100 334 434
京　　橋 5．3％ 5．2％ 4．5％ 100 611 742
芝 5．9％ 9．3％ 1L4％ 100 983 1，670
麻　　布 3．5％ 2．0％ 2．7％ ／00 354 668
赤　　坂 1．2％ 6．6％ 0．4％ 100 352 288
四　　谷 2．7％ 1．6％ ユ．6％ 100 366 519
牛　　込 8．8％ 6．7％ 4．9％ 100 468 477
小石川 11．2％ 7．2％ 5．6％ 100 395 440
本　　郷 12．0％ 3．8％ 3．5％ 100 198 250
下　　谷 1．9％ 3．5％ 3．9％ 100 L134 1，790
浅　　草 3．8％ 6．2％ 4．4％ 100 1，002 1，000
本　　所 5．3％ 22．8％ 2L7％ 100 2，659 3，524

















新橋1－7丁目 71 南浜町 14
汐留 8 日出町 194
浜松町1－4丁目 61 芝浦町1－3丁目 118
三島町 2 月見町1－2丁目 326
宮本町 1 高浜町 291
中門前1丁目 1 田町1－6丁目 13
方門前町1－2丁目 8 通新町 ?
芝公園地 16 車町 3
土手跡町 1 高輪南町 3
田村町1－6丁目 57 目皿且子町 2
桜田太左衛門 1 三田1－4丁目 14
桜田備前町 1 三田四コ口 47
新桜田町 2 三田台町1－2丁目 16
南佐久間町1－2丁目 11 三田台裏町 14
田村町 5 赤羽町 18
愛宕町1－2丁目 23 新門前町 25
今入町 2 三田小山町 5
琴平町 8 三田網町 1
西久保桜川町 3 三田豊岡町 ユ5
西久保巴町 6 三田北寺町 13
神谷町 12 三田南寺町 22
西久保八幡町 1 三田松坂町 17
西久保広町 1 白金志田町 31
金杉2－4丁目 88 君塚町 15
金杉浜町 5 日本榎1－2丁目 6
金杉川口町 1 日本榎西町 6
西応寺町 38 白金台町1丁目 3
本芝1－4丁目 70 白金丹波町 10
本四下町 9 口金猿町 7
新堀町 96 白金今里町 3
新堀河岸 5 白金三光町 201










二長町 24 下谷町2丁目 1
竹町 52 上野公園地 2
御徒町1－3丁目 27 西黒門町 2
仲御徒町1－4丁目 18 上野南大門町 1
坂町 1 上野桜木町 4
西町 15 上野花園町 6
南稲荷町 25 池ノ端七軒町 4
北稲荷町 10 谷中清水町 1
車坂町 23 谷中坂町 1
上車坂町 13 谷中初音町1－4丁目 20
下車坂町 2 谷中真島町 8
豊住町 36 谷中三崎町 2
万年町1－2丁目 8 谷中上三崎南町 2
山伏町 28 谷中町 5
坂本2－4丁目 27 龍脳寺町 60
新坂本町 36 入谷町 157
金杉上町 24 上根岸町 17
金杉下町 26 下根岸町 9






















東両国1－4丁目 70 向島中ノ郷町 31
横網 35 業平橋1－5丁目 100
緑町1－4丁目 357 平川橋1－5丁目 201
亀沢町1－4丁目 254 横川橋1－5丁目 226
石原町1－4丁目 221 太平橋1－4丁目 420
厩橋1－4丁目 212 錦糸町1－4丁目 411
東駒形1－4丁目 169 江東橋1－4丁目 198
吾嬬橋1－3丁目 55 柳原町 65
向島1－3丁目 61 菊川エー3丁目 4ユ2
小梅1－3丁目 84 巨川1－4丁目 241
向島須崎町 33 千歳町1－3丁目 80









佐賀町2丁目 2 冬木町 ユ5
福住町1－2丁目 28 和倉町 6
永代1－2丁目 48 大和町 2
門前仲町1－2丁目 7 亀久町 1
富岡町1－2丁目 11 清澄町1－3丁目 52
牡丹町1－4丁目 127 平野町1－2丁目 67
古石場1－4丁目 117 三好町1－4丁目 264
越中島町 100 白河町1－4丁目 439
平久町1－2丁目 171 東扇橋町 181
塩崎町 378 石島町 344
浜園町 233 千田町 590
枝川町1丁目 11 海辺町 146
埋立地 1 常磐町1－2丁目 62
木場1，3丁目 88 新大橋1－3丁目 212
東陽町1－2丁目 13 森下町1－2丁目 169
平井町ユー2丁目 23 高橋1－5丁目 529
豊住町2－3丁目 33 猿江町1－2丁目 320
亀住町 20 住吉町1－2丁目 189
万年町2丁目 10 毛利町 67
資料　1935年『東京市国勢調査附帯調査』深川区版。
注深川区の朝鮮人人口は5，067人で，その「外地人」中に占める割合は99．8％。
猿江町（320人），住吉町（189人）といった町村に増加が顕著で，これらはいずれも隅東工
業地帯の中枢ともいうべき地域であった。これとは別に牡丹町（128人），古石場町（116
人），塩崎町・浜園町（61！人。塩浜）といった深川区西南端にもかなりの人口が数えられ
たが，枝川，辰己といった最南端地域にはこの時点ではまだそれほど人口は増加していな
かった（同地域における人口増に影響を与えるのは未開催に終った戦前東京オリンピック
の準備計画である）。
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田．小 括
　以上に検討してきた！930年代前半における東京府下の朝鮮人人口の推移から，さしあた
り確認することができた諸事実，そしてそこから予想される歴史的背崇について小括して
おこう。
　1930年代前半の東京府下の朝鮮人入口の推移は全国動向に比べると相対的には緩慢であ
ったが，その変化は依然として急速であった。東京人口の増加速度が全国動向に遅れをと
っていた要因については，震災対策としての復興事業に一応の収束があったために，全国
土木事業に占める東京府のそれの比重が1930年代に入ってから低下しつつあったというこ
とが一つの可能性として考えられる。
　東京府下でのひきつづく急速な人口増加については，基調としての「東暫」現象という
1920年代と同じ傾向を確認することができたが，同時にいくつかの30年代に特有な新たな
特徴を見出すことができた。その第1は，1930年目前半の東京府下の朝鮮人人口は今日の
23区域に一層の集中化が進み，また他方でその23区域の中においては旧市内の外延に鉄道
沿線を重点に同心円的な集住地域の拡大がつづいていたということである。対照的に，三
多摩下郡ではいずれも人口は停滞していた。この点からは，！920年代に14朝鮮人労働者の
一つの典型的な就業先であった三多摩各層の砂利採取業が，30年代に入ってから彼等の就
業職種の中で次第にその比重を低めつつあったということが予想される。
　第2に，23区域における朝鮮人集住地域の同心円的な拡大は，とりわけ北豊島郡中・西部，
豊多摩郡中部，荏原郡といった西方各郡では，1920年代に入ってからの私鉄各線の開通に
触発されて開発が進展していた新興住宅地において急速に進展していた。1920年代におい
てはこうした東京市西方での住宅地域における朝鮮人入口の急増は余り見られなかったか
ら，在東京朝鮮人の職業，通勤手段には1930年代に入ってから20年代のそれとは異なる新
たな特徴が生まれていた可能性が高いといえよう。当該の住宅地域そのものはすでに1920
年代以来開発が進み，そのことが20コ口における東京府下の一般人口の西の方向への発展
を規定づけていたのであるから，朝鮮人居住地域の西方住宅地域への広がりは日本人のそ
れと一定のタイム・ラグを持って進んでいたことになる。
　第3に，1930年代前半の在京朝鮮人人口は上記の住宅地域とは別に，1920年代同様に，
隅束工業地帯，芝浦工業地帯においても急速に増大していた。1920年代にはこれらの地域
一21！一
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では復興事業によって創出される不熟練労働力への需要が彼等の大量の定住をもたらして
いたが，1930年代に入ってからはこうした労働力需要は伸び悩んでいたものと思われる。
従って，1930年代に入ってからの朝鮮入人口の急増に対しては新たな要因が生まれていた
ものと思われる。1930年代に入ってからの職業構成の分析を当該地域に焦点をあてて行な
う必要があるといえよう。
《註》
（1）本稿は文部省科学研究費による自然災害別研究「地震災害の社会的・経済的影響に
　関する数量経済史的比較研究」〈昭和56年度，代表者倉林義正）および「地震災害に伴
　う緊急及び中・長期金融対策の数量的分析　　関東大震災におけるモラトリウムと震
　災手形割引を例として」（昭和57，58年度，代表者倉林義正・松田芳郎）の研究の一環
　として1930年代前半における東京府下の朝鮮人人口の推移を検討するものである。な
　お，在日朝鮮人の総称については対象時期を考慮して朝鮮人に統一してある。
（2）本資料の所在の確認，入手にあたっては江東区立深川図書館の池田くみ氏に貴重な
　御協力をいただいた。記して謝意を表します。
（3）国調数値と東京圏統計書数値との具体的な不一致については第1表および第7表の
　注記を参照されたい。
（4）1920年，1930年国調によって確認することのできる各日，区，町村レベルでの人口
　は「外地人」のそれであって朝鮮人人口ではないが，「外地人」中の朝鮮人の割合は，
　東京府の場合，1920年81．0％，1930年93．9％と圧倒的であった。1935年の割合は94．5
　％である。以下本稿では「外地人」人口をもって朝鮮人口とすることにする。
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